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＜8月30日・1日目＞

1.全国在宅介護支援センター協議会の取り組みと課題

Ⅰ.「これからの高齢者介護における在宅介護支援センターのあり方に関する検討委員会」の経過

　1）「あり方検討委員会」中間報告（その1）－主な論点―

　　①高齢者介護にかかわった在宅介護支援センターの役割の明確化

　　②在宅介護支援センターは、相談支援の対象は高齢者のみとするのか、障害者の相談窓口は

　　③地方自治体と在介センターとの相互の役割を明確にし、その責任ある体制を構築する

　2）「あり方検討委員会」中間報告（その2）－在宅介護支援センターとはー

　　①老人福祉法に関する情報提供、相談、調査、指導

　　②保健、医療、福祉の総合相談窓口の役割

　　③特に専門的知識と技術を必要

　　④高い公益性を有し、直営または委託

　3）「あり方検討委員会」中間報告―主な課題―

　　①居宅介護支援事業者への指導・支援

　　②介護予防サービスのコーディネーション

　　③要援護高齢者の発見と支援・保護

　4）中間報告・提言（1）－基幹型在宅介護支援センターへのー

　　①配置職員

　　　・福祉関係職種と保健・医療関係職種の組み合わせ配置の徹底

　　　・一定の相談経験暦を有すること

　　②地位ケア会議

　　　・必ず市町村の職員の出席（会議構成員）

　　　・居宅介護支援事業者のケアマネージャー参加

　　　・地域の機関・団体の「代表者」による会議→社会資源の開発

　　　・チームでの指導、居宅介護支援事業者の指導・支援

　5）中間報告・提言（2）－地域型在宅介護支援センターへのー

　　①担当地域ケア会議

　　　・課題解決のため、事例検討し商法の共有化への「場」を

　　②介護予防サービスのコーディネーション

　　　・ニーズの効率的把握と効果的サービス手法の開発

　　③要援護高齢者の発見と支援・保護

　　　・きめ細かな実態把握

　　　・相談協力員やボランティアとの連携→見守り、安否確認

　　　・虐待等の早期発見・支援

　　④痴呆性高齢者への支援と拠点化

　　⑤インフォーマルサポートの育成と活用

　　　・地域特性のある新しいサービスの育成など

　6）中間報告・提言（3）－市長村へのー

　　①悪質な事業者への対応

・在宅介護支援センターとの連携の下に

②在宅介護支援センターの活動を評価

・運営の委託は、行政事務の代行機能であり、その専門性に着目

・自ら実施するよりも効果的・効率的

・使命の適切性の評価と確認の要

・活動不十分な場合は、委員打ち切りや基幹型と地域型の入れ替えも検討

・在介センターがサービス事業者や居宅介護支援事業者に対する指導的役割のための必要条件

Ⅱ.最終報告書提出―今後の在宅介護支援センターの機能強化のためにー

　1）今後の在宅介護支援センターの機能強化（1）－地域の高齢者の実態把握―

　　①最も基本的機能

　　②痴呆高齢者の増加

　　③積極的に「ニーズ」を発見、適切なサービスへつなぐ

　2）今後の在宅介護支援センターの機能強化（2）－総合的な相談支援―

　　①生活機能の自立支援に立った幅広い相談・助言・支援

　　②高齢者や痴呆高齢者等の権利擁護機能（権利の代弁者）

　　③障害者も含めた幅広い相談窓口としての機能の位置づけ（市長村障害者・生活支援事業等）

　3）今後の在宅介護支援センターの機能強化（3）－介護予防マネジメントー

　　①介護保険制度見直し

　　　・「介護予防・地域支えあい事業」補助事業の見直し

　　　・介護予防的リハビリテーション提供のあり方など

　　②高齢者リハ研究会中間報告から

　　③介護予防プランの実態も、必ずしもその機能を発揮していない

・プラン作成していない

　　　・市長村の未実施など

　4）機能強化を進めるための条件

　　①住民にとって身近な場所にあること

　　②地域のネットワークとの連携を有していること

　　③一定の経験をつんだ専門職員を配置していること

Ⅲ.「中間報告」の提言を受けた取り組みと経過

　1）「在宅介護支援センター運営事業評価基準作成委員会」の設置と経過

　　①評価の意義と考え方（1）

　　　ⅰ「あり方」最終報告の提言による

　　　ⅱ公益性が高い事業としての意義

　　　ⅲ事業推進についての考え方

　　②評価の意義と考え方（2）

　　　・在宅介護支援センターの基本的機能　＋　公益性の高い事業　＝　地域包括支援センター＜仮称＞

　　③事業推進の実施方法

	市町村
	（提　示）

　　　→

　　　←

　（提　出）
	支援センター

	①事業計画

②委託仕様書

　（実務実施基準）
	
	　

　　　　事業計画

　　（実施の内容作成）


　　・両者の整合性を図りつつ決定へ　　　　　　　　・実施結果についてモニタリング

　2）地方にやさしい地域づくりネットワーク形成事業

　3）在宅介護支援センター運営事業実施要綱の見直し

Ⅳ.在宅介護支援センターに求められている事業の方向性

　－介護保険制度見直しに関する意見をふまえてー

　1）国の高齢者介護に関する動向（1）

　　①平成15年6月26日：高齢者介護研究会が報告書をまとめる

　　　「2015年の高齢者介護」～高齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～

　　②在介関係の指摘ポイント

　　　ⅰ地域包括ケアのコーディネイトを担うには

　　　　・役割の再検討

　　　　・機能強化

　　　ⅱ地域ケア会議における情報提供と助言には→

　　　　・相談機能の強化

　2）国の高齢者介護に関する動向（2）

　　①平成16年1月29日：高齢者リハビリ研究会が、中間報告を公表「高齢者リハビリテーションのあるべき方向」

　　②在介関係の指摘ポイント

　　　・介護予防事業のあり方

　　　・老人保健事業と介護予防事業は、総合的ケアシステム・体制つくりで予防の効果的成果の方向で検　

　　　　討

　　　・リハ関係の予防・医療・介護サービスは、利用者中心で切れ目なく提供する体制を

　　　・情報の共有化や連携が重要で、そのためには在介センターの機能強化を！

　3）介護保険制度見直しの基本は

　　①介護保険制度全体を「予防重視型システム」へ構造的転換

　　②ケアマネジメント機能役割の体系的見直し、強化へ

　　③介護保険制度の基本は「自立支援」

　　④「廃用症候群モデル」への対応と介護予防・リハビリテーションの重視

　　⑤地域包括支援センターの創設と統一的な介護予防マネジメント

　　（1）新たな介護予防の課題と対応は

　　　・サービスモデルの転換→「介護」モデルから「介護＋予防」モデルへ

　　　・2015年は「介護予防」の真価が問われている

　　　・介護予防サービス体系の生活機能向上の視点からの見直しと「新たな予防給付」の再編成

　　（2）今後の介護予防の基本的視点は

　　　・「一人ひとりの人」を中心とした総合的・連続的な生活機能低下予防・向上サービスの提供が必要

　　　・そのためには「いわゆる予備軍」に対する介護予防サービスについても、介護保険制度の中の事業として位置づけ、制度として一貫性、連携のある制度のあり方が必要

　　（3）介護予防、老人保健事業も生活機能向上を目指す

　　（4）総合的な介護予防システムの確立

　　　・介護保険の給付サービスの中に被害当者の事業も組み込む

　　（5）全国在宅介護支援センター協議会よりの制度見直しの基本的な考え方への意見書提出（介護予防について）

　4）機能分担、連携と在宅介護支援センター

　　①情報（提供と収集）と連携

　　　・地域での利用者や専門職の連携の体制構築

　　　・市長村や在介センター等の協力、連携、機能強化

　　②システム

　　　・高齢者リハの提供は、利用者中心に地域で予防～医療～介護サービスが切れ目なく流れる体制の要

　　　・高齢者の生活機能の低下を早期発見、対応システムを作る必要あり。市長村の予防活動や慢性疾患対策、急性期医療体制、高齢者への包括的ケア体制など

　5）全国在宅介護支援センター協議会よりの制度見直しの基本的な考え方への意見書提出（包括的な地域ケ

アについて）

①包括的な地域ケアについて

　6）地域包括支援センター（仮称）の創設

　　　・地域の資源を十分に活用し、地域に開かれたものとすること

Ⅴ.在宅介護支援センターの行方は

　1）地域包括支援センター（仮称）と在宅介護支援センターの位置づけ

　　①現在進行形の在宅介護支援センターの中には

　　　・その立地や力量の面で地域包括支援センターとしての基本的機能の役割を委ねるには十分でない所もある

　　　・在宅介護支援センターの再編や統廃合

　　　・居宅介護支援事業所との役割分担の明確化を図る

　　②市町村を責任主体として「十分機能できるような運営主体のあり方」について検討の要

　2）介護予防重点推進・評価委員　平成16年８月5日設置

　3）全国在宅介護支援センター協議会の今後の取り組み

　　①在宅介護支援センターの位置づけの問題の検討

　　②居宅介護支援事業との役割分担の明確化

　　③「地域包括支援センター（仮称）の圏域や具備すべき機能

　　④「評価」と「再編、統廃合」についての具体的検討

　　⑤運営基盤の課題（運営費、人員等）

2.「在宅介護支援センターのあり方委員会報告の解説とこれからの事業展望」　　資料2参照

Ⅰ在宅介護支援センター「あり方」中間報告前後の動き

1） 在宅介護支援センターの役割そもそも論

2） 平成12年度以降の予算動向

3） 新しい在宅介護支援センターシステム（担当地域ケア会議）のイメージ

4） 痴呆にやさしい地域づくりネットワーク形成事業参画へ

1 ボケの正体は

2 ぼけるということは

3 周辺症状の理解

5） 介護保険サービスではカバーできない重大な課題もある

1 考えられる虐待予防と防止の要素

2 考えられる今後の課題

3 考えられるネットワークの構造考えられるネットワークの課題について

4 ネットワークのステージ

5 組織性の要素

6 専門性

7 児童虐待に対する社会的な動きは法の改正の必要性を厚生労働省が方針決定する段階（16年度）

8 地域ケアの8つのシステム

· 地域包括ケアにおいて在介センターが担うべき役割

6） 指導的立場の在介の責任

Ⅱ国や市町村の動きと介護保険制度の検証結果

1） 国の動向

2） 市長村の体制

3） 介護保険のスケジュール

4） 居宅介護支援をめぐる課題

5） 痴呆性高齢者の居場所にいて

Ⅲ在宅介護支援センター「あり方」最終報告と制度見直しの方向性

1） 中間報告を踏襲しながら3つの機能強化

2） 介護予防システムの考え方

3） 介護予防サービスの制度的な位置づけ

4） ＩＣＦを簡単に理解するために

1 介護予防重視型システムへの視点

5） 地域密着型サービスの創設

6） サービスの質の確保・向上

7） 地域包括支援センターにかかる在宅介護支援センターについて

Ⅳ全国在宅介護支援センター協議会直近の動きと今後の課題

1） 評価事業から事業推進マニュアルに

2） 公益性と行政の委託の確保

3.在宅介護支援センターの活動事例の報告と検証　　　　　　　　　　資料3参照

Ⅰ虐待ケースへの対応事例

＜会場からの質問＞

　①在介がなぜ移送サービスに付き添っているのか

　　→以前はサービスとしてあったが、現在、移送サービスは行っていない。

　　介護者のための訪問は、介護者が望んでいたため、受け入れよくスムーズにケースは進んだ

　②受付票導入は平成15年度。最初はアンケート調査として配布。35ケースの返答があり、1ケースごとに聞きとりをし、解決していった。相談受付票という名になってからは半年経過しており、現在までに10ケースの相談がある。

　③最初のケアマネのかかわりがミスであったのでは

　　→結果、虐待に気づけなかった。アプローチミス。その先どう進めていくかに焦点を当てていくことが必要である。介護者がケアマネを嫌っていた訳ではない。

Ⅱ総合相談支援～介護保険非該当となった高齢者の入浴方法について、支援費制度も含めてカンファレンス

を行った事例～

＜会場からの質問＞

　①カンファレンスを基幹型に依頼した理由は

　　→基幹型からの依頼でかかわることになったケースであったため。基幹型が中心となって進めているケースであり、基幹型も内容を把握していたため。

　②買い物支援が、入浴になったのはなぜ

　　→買い物は近所の人に頼めることになったため

Ⅲ軽度痴呆を有する独居高齢者を地域住民の見守りネットワークにより支えた事例

＜会場からの質問＞

　①現在は掃除されているようだが、またすぐごみの山になるのでは？

　　→ヘルパーが定期的に入っており、掃除したときの状態を保っている。

　②今回のケースはうまく進んだが、また、同じよなケースがでたら、掃除にお金を掛けてもらえるのか。

（15万くらい）

　　→市営住宅入居者に対しては同じく対応してもらえる。親戚にもあたってみて援助してもらう。ケアマ

ネも掃除で動く。自分たちが汗をかくことも必要。

　③地域の見守りネットワークはどのようにして作っていくの？

　　→地域を動かす。個々の人の見守りをする。地域関係者とは接しておく。民生委員会議、地区社協の行

事に参加して、顔と名前を売り、地域住民と話をする場を持つ。地域の勉強会へ参加。福祉従事者の話を聞いてもらって、地域の人にもわかってもらう。

Ⅳ介護予防への取り組み事例

＜会場からの質問＞

　①ボランティアの育成はどうしているの？

　　→社協に依頼したり、健康つくり推進委員というのがあり、その方々に依頼している。

　②転ばぬ先の杖体操って何？

　　→筋力をつけるための体操。忘れないように、毎日やってもらうようにしている。

4.在宅介護支援センターが取り組むべき具体的な事業方策　　　　　資料4参照

Ⅰ介護保険制度の見直しに関する意見

　①基本理念の徹底

1） サービスの改革

2） 在宅ケアの推進

3） 地方分権の推進

　②新たな課題への対応

1） 介護予防の推進

2） 痴呆ケアの推進

3） 地域ケア体制の整備

Ⅱ制度見直しの具体的内容

　①新たなサービス体系の確立

　　1）地域密着型サービス等

　②サービスの質の確保・向上

　　1）ケアマネジメントの体系的見直し等

　③負担のあり方の見直し

　　1）保険料のあり方

　④制度運営の見直し

　　1）保健者機能の強化

　　　　

5.地域包括ケアの推進に必要な痴呆ケアへの理解　　　　　　　　　　資料5参照

Ⅰ地域福祉

　①地域福祉はどこへ行けば受けれるのか？

　　→在宅介護支援センター

　②地域福祉の実践

　　・システムの確立

　　・居住の整備と移送サービスの整備

　　・ソーシャルサポートネットワークづくり

　③一人暮らし高齢者増加傾向

　　→問題は男性の一人暮らし。適応能力が低く、妻がいないことに対して、うつ病になって生活していく

人も多い。

　④2015年、高齢者人口増加

　　→痴呆も増加（後期高齢者）男性独居も増加するだろう

Ⅱ痴呆増加への対応

　①家族にとっての受容

　②地域における痴呆への理解

③グループホームの更なる普及

④地域への発信主体としてのグループホーム

⑤小規模多機能型サービス拠点、その他複合的な機能をもつ施設の必要

⑥訪問看護など医療系サービスへの評価

⑦痴呆介護家族への支援

　→地域で支えるサービスの強化










